
別紙様式２

整理番号 １

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２０年度～平成２４年度

事業実施地区名 若狭森林計画区(わかさ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （福井県） 福井森林管理署

事業の概要・目的 若狭森林計画区は、福井県の南西部に位置し、国有林野７，４２１haを対象と

している。

機能類型別には、水土保全林７，０３９ha(95%）、森林と人との共生林

３３９ha(5%)、資源の循環利用林４３ha(0%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 （ｈａ）

保育面積 ２３７（ｈａ）

路網整備 開設延長 （ｋｍ）

改良延長 （ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７０，０６０千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２７１，７４３千円

山地保全便益 １００，２３１千円

環境保全便益 １８，３１１千円

木材生産便益 ２４，９４０千円

森林整備経費縮減等便益 千円

計 ４１５，２２５千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．９３

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２０年度～平成２４年度

事業実施地区名 尾鷲熊野森林計画区(おわせくまの) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （三重県） 三重森林管理署

事業の概要・目的 尾鷲熊野森林計画区は、三重県の南部に位置し、１０，４４１haの国有林野を

対象としている。

機能類型別には水土保全林１０，０３２ha(96%)、森林と人との共生林

２４８ ha(2%)、資源の循環利用林１６１ha(2%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ２４（ｈａ）

保育面積 １，０２４（ｈａ）

路網整備 開設延長 ６．７（ｋｍ）

改良延長 ０．８（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７４６，０２２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，００９，７１５千円

山地保全便益 ３６９，２４３千円

環境保全便益 ７０，８３４千円

木材生産便益 ６６４，８４４千円

森林整備経費縮減等便益 ７４０，００５千円

計 ３，８５４，６４１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．１７

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２０年度～平成２４年度

事業実施地区名 湖南森林計画区(こなん) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （滋賀県） 滋賀森林管理署

事業の概要・目的 湖南森林計画区は、滋賀県の南部に位置し、国有林野６，９２０haを対象とし

ている。

機能類型別には水土保全林４，０１３ha(58%)、森林と人との共生林

２，６４７ha(38%)、資源の循環利用林２６０ha(4%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １（ｈａ）

保育面積 ２６２（ｈａ）

路網整備 開設延長 ４．６（ｋｍ）

改良延長 ０．１（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １３３，３３２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２３５，４０７千円

山地保全便益 ９９，８７５千円

環境保全便益 ２０，０６６千円

木材生産便益 １６３，６４６千円

森林整備経費縮減等便益 ４４，４１５千円

計 ５６３，４０９千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．２３

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２０年度～平成２４年度

事業実施地区名 淀川上流森林計画区(よどがわじょうりゅう) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （京都府） 京都大阪森林管理事務所

事業の概要・目的 淀川上流森林計画区は、京都府のほぼ中央に位置し、１，８３９haの国有林野

を対象としている。

機能類型別には水土保全林８９７ha(49%)、森林と人との共生林８５７ha

(46%)、資源の循環利用林８５ha(5%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １５（ｈａ）

保育面積 １４９（ｈａ）

路網整備 開設延長 ３．５（ｋｍ）

改良延長 （ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７０，４５７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １８９，６２９千円

山地保全便益 ６９，００３千円

環境保全便益 ６，５２１千円

木材生産便益 １１１，９８０千円

森林整備経費縮減等便益 ４６，４０８千円

計 ４２３，５４１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．０１

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２０年度～平成２４年度

事業実施地区名 大和木津川森林計画区(やまときづがわ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （奈良県） 奈良森林管理事務所

事業の概要・目的 大和・木津川森林計画区は奈良県の北部に位置し、９１７haの国有林野を対象

としている。

機能類型別には水土保全林４１ha(5%)、森林と人との共生林４２５ha(46%)、

資源の循環利用林４５１ha(49%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ８（ｈａ）

保育面積 １７９（ｈａ）

路網整備 開設延長 １．０（ｋｍ）

改良延長 （ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７２，３２５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １４７，５４８千円

山地保全便益 ６０，８００千円

環境保全便益 １２，４９４千円

木材生産便益 ５４，８４８千円

森林整備経費縮減等便益 １０，９４５千円

計 ２８６，６３５千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．９６

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２０年度～平成２４年度

事業実施地区名 斐伊川森林計画区(ひいかわ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （島根県） 島根森林管理署

事業の概要・目的 斐伊川森林計画区は、島根県の東部に位置し、５，９７９haの国有林野を対象

としている。

機能類型別には水土保全林４，６７８ha(78%)、森林と人との共生林３７８ha

(6%)、資源の循環利用林９２３ha(16%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ９（ｈａ）

保育面積 ６９３（ｈａ）

路網整備 開設延長 ４．３（ｋｍ）

改良延長 （ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２４８，９９０千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８０８，８０７千円

山地保全便益 ２７６，８１２千円

環境保全便益 ５７，４６０千円

木材生産便益 １４６，６５８千円

森林整備経費縮減等便益 ３５，３０５千円

計 １，３２５，０４２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．３２

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ７

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２０年度～平成２４年度

事業実施地区名 吉井川森林計画区(よしいがわ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （岡山県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 吉井川森林計画区は、岡山県の東部に位置し、１２，６３８haの国有林野を対

象としている。

機能類型別には水土保全林１０，４０８ha(82%)、森林と人との共生林

２，０８２ha(17%)、資源の循環利用林１４８ha(1%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ４７（ｈａ）

保育面積 １，４７０（ｈａ）

路網整備 開設延長 １３．７（ｋｍ）

改良延長 ２．１（ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８９４，９８５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，１３７，９７４千円

山地保全便益 ５０１，７１９千円

環境保全便益 ９４，６４０千円

木材生産便益 １，０９２，３８１千円

森林整備経費縮減等便益 １６５，６７８千円

計 ２，９９２，３９２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．３４

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。



別紙様式２

整理番号 ８

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２０年度～平成２４年度

事業実施地区名 萩森林計画区(はぎ) 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （山口県） 山口森林管理事務所

事業の概要・目的 萩森林計画区は、山口県の北東部に位置し、２，４０７haの国有林野を対象と

している。

機能類型別には水土保全林２，２６７ha(94%)、森林と人との共生林１０６ha

(4%)、資源の循環利用林３４ha(2%)となっている。

当計画区では、林産物の供給や地域振興への寄与はもとより、国土保全や水源

かん養の公益的機能の発揮のみならず、地球温暖化防止、生物多様性の保全、森

林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森づくりなど多様化している

地域からの要請に応えていく必要がある。

本事業は、これらを踏まえた上で、上記区分に応じた適切な森林整備を行うこ

とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 （ｈａ）

保育面積 ３８６（ｈａ）

路網整備 開設延長 （ｋｍ）

改良延長 （ｋｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １０５，８０９千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４５２，５３３千円

山地保全便益 １７０，１６６千円

環境保全便益 ３５，６９６千円

木材生産便益 １００，７５３千円

森林整備経費縮減等便益 千円

計 ７５９，１４８千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．１７

評価結果 ・必要性： 自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関

する地域の要請に応えるために本事業の実施が必要である。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた有効な事業と認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の重視す

べき機能の区分に応じた適切な森林整備が効率的に計画されているものと認めら

れる。




